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緊急
厚生労働省、国会議員への要請を提起します

全労連は12月27日、労働政策審議会労働条件分科会の「今後の労働契約法制及び労働時間法制の在り方について（報告）」に対して断固抗議し、撤回を求める小田川義和事務局長の談話を発表。
「自由度の高い働き方にふさわしい制度」については、不払い残業を合法化するだけでなく、業務量をコントロールする権限のない管理職手前の労働者に、山のような仕事を押し付けながら、時間規制は外すもので、長時間労働の深刻化をもたらすことは必至であり、『過労死促進法』そのものです。しかも、過労死しても労働者に時間管理の責任が負わされ、労災認定すら、されなくなります。｢労働契約法制新設｣については、使用者に一方的な労働条件不利益変更権を認めるに等しく、労働契約は労使合意であるとする原則を壊すものです。
　労働時間の規制緩和に関しては、過労死で夫や子どもを亡くした遺族らが厚生労働大臣に「管理職でさえ仕事量を調整できずに過労死している。私達のような犠牲者をもう増やさないで」と要請。
　さらに、労働総研が「エグゼンプション制で年間114万円の残業代がなくなる」との試算を発表するなど、残業代をはぎ取る制度だということが国民のなかに浸透し始めています。
　来年7月の参院選挙を控えて自民党、公明党のなかから「法改正を急ぐ必要はない」との声も出ています。いま運動を大きくしていくことが、法案提出阻止につながります。
全労連は緊急に厚生労働省への申し入れ、国会議員要請を提起します。要請文書の雛型を添付しますので、各組織で取り組んでいただきますよう要請します。

地元議員事務所などへも要請を！
はたらくルールを求める100万署名を早急に家族分署名し、集中してください。

http://219.166.38.179/fdl/index.aspx　署名用紙は全労連ホームページからダウンロードできます
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